





































































































（ 4）　The Right of Light Act 1959 （1959 c. 56） に対し， 後掲 Law Commission Report
は rights to lightである（後掲注 6）。この違いは後者が権利に対する実現・救
済方法に重点を置いているからと思われるが自信はない。ただ，Jowitt’s 
































































（ 9）　地役権等について詳細な報告書が The Law Commission Consultation Report, 
Easement, Covenants and Profit À Prendre, March 2008 である。採光権につい






































































































































Bracton（？─1268; Henry de）がローマ法から借用した servitude（地役権コ




































（18）　Baker, J. H., Introduction to English Legal History, 4th ed, Oxford University 



























（19）　 Statute of Westminster I 1275 によって，リチャード 1世の治政第Ⅰ年の初






















































































（25）　Attorney General v. The Queen Anne and Garden Mansions （1889） 5 TRL 430.
（26）　W. Cornish, Andeson. S., Cocks, R., Lobban, M., Polden, P., & K. Smith （eds）, 
The Oxford History of the Laws of England, Vol. XXII, Oxford University Press, 























るが，重要な判例として逸せないのは，Colls v. Home and Colonial Stores 



























現在では Coventry v Laurence ［2014］ UKSC 13 がきわめて重要な判例とな
っている。これは採光権ではなく騒音についてのニューサンス＝不法妨害
訴訟の判例である。
　2005年の「憲法改革法」（the Constitutional Reform Act）によって最高裁
（29）　Lobban, supra note 22. pp. 1078＝79















































































る十分な採光（sufficient light according to the ordinary notions of mankind）」
は何かが研究され，1930年代には CIE; Commission Internationale de 
L’Eclairageが，これを発展させた。Illuminating Engineer（照明技師）と
いう専門職が部屋ごとの「十分な採光」を測定する方法を探求した。これ


















































る。しかし，比較的最近，Stephen Christopher Unger, Ancient Lights in 
Wrigleyville: An Argument for the Unobstructed View of a National Pasttime, 




























的な価値があれば，sic utere tuo ut alienum non laedasという法理によって
禁じられることがなければ，その権利は無視できるようになった。そし
て，この点を明確にした1995年の Fontainebleau Hotel Co v. Forty─Five 











　イギリスでは，1965年の「法改革委員会」Law Commission Act 1965 に
よって，法改正が常時検討されていくことになっている。この委員会はき
わめて権威があるもので，前述のように 「常任上告貴族」 の Lord Scarman
が長く委員長であった。そして「採光権」についての「採光権法」Rights 
of Light Act, 1959 （7 & 8 Eliz. 2, Ch. 56）の改正の必要について審議し，2014





















































　このような 「ドミノ倒し」 のようなことをしているところでは， sunshine 
awarenessなどという発想は生まれない。
　マンションは永久に建っているわけではない。建て替えのための自己ス
ペースさえなく，容積率目一杯の建物を建てる。やがて東京は，また他の
大都市部は，老朽化し，しかし建て替え不能のマンションの「墓場」にな
らないか。
　規制緩和によって，容積率ぎりぎりに高層化した建物が連なり，緑の残
る空間が一掃されていく。このことが可能とされている現在の都市法制
は，基本的に誤っている。これを逆転するには，従来必ずしも独立に取り
上げられてこなかった採光の取り戻しという小さな，しかし一定の正当性
がある主張を繰り返していくことにも意味があると考える。日照権のよう
に「生きる法」の生成を求めたい。
